
１ 出願資格

次の⑴～⑷のすべてに該当する者

⑴ 本人又は保護者が伊東市内に住所を有する者であること。

⑵ 高等学校、高等専門学校又は大学等に在学している心身健全な学生生徒であること。

⑶ 成績優良で在学する学校の長（新入生については入学前の学校の長）が推薦する者であること。

⑷ 学資の支弁が困難と認められる者であること。

※ 市内に居住し、収入のある連帯保証人が２人必要（１人は保護者、１人は保護者とは別生計の成人）

※ 市税に滞納がある場合、奨学生及び連帯保証人として認められない場合があります。

２ 出願期間及び提出先

令和６年４月１日（月）～令和６年４月３０日（火）まで（土日及び祝日を除く。）

伊東市大原二丁目１番１号 伊東市役所 高層棟５階 受付時間：８時３０分～１７時１５分

伊東市教育委員会 教育総務課 TEL：０５５７－３２－１９１２（直通）

※ 本人又は保護者が直接伊東市役所教育総務課窓口に提出すること。（郵送不可）

３ 奨学金の額

※ 大学院は対象外となります。

４ 貸与期間

貸与期間は、その学校の正規の修業期間とする。ただし、在学の途中で貸与を受けた者は貸与を受け

た時から修了又は卒業までの正規の期間とする。

※ 修学の見込みがないときや奨学生として適当でないと認めるとき等、貸与を打ち切ることがある。

※ 休学中及び退学後は貸与しないため事前に連絡すること。事前連絡なく休学又は退学後に貸与した

奨学金は一括返還を求める。

５ 送金

６ 奨学生の採否の決定

⑴ 提出書類により、伊東市育英奨学選考委員会に諮り採否を決定する。

（なお、採用人数は当該年度の予算の範囲内で決定する。）

⑵ 採否の決定通知は令和６年５月下旬頃に通知する。

⑶ 奨学生に決定された者は、決定通知を受けた日から１０日以内に連帯保証人と連署した奨学金借用

書に連帯保証人の印鑑証明を添えて教育委員会に提出する。

区 分 月額奨学金 入学一時金

高校生等 ３０，０００円 以内 ３００，０００円 以内

大学生等 ５０，０００円 以内 ６００，０００円 以内

送金回 送金期日 送金内容

第１回 ６月末日 ４月～ ８月分 及び 入学一時金

第２回 ９月末日 ９月～１２月分

第３回 １月末日 １月～ ３月分

令和６年度 伊東市育英奨学金制度について



７ 提出書類（様式は伊東市ホームページ又は教育総務課・各出張所の窓口で取得できる。）

⑴ 「令和５年度課税（非課税）証明書」（令和４年中の合計所得金額の証明書）について

次のア、イに係る証明書をそれぞれ提出すること。

ア 生計を一つにする家族全員分（所得がない学生、未就学児は除く。）

イ 連帯保証人分（アと重複する者を除く。）

※ 無職や前年所得がない人も提出すること。（前年所得が無い人も含め、所得の申告がされていない

場合（証明書の基礎控除の金額が０円の場合）、申告後の課税（非課税）証明書を提出すること。）

※ 令和５年１月２日以降に転入した者については、前住所地から課税（所得）証明書を取り寄せる

こと。（証明書の名称は、市区町村により異なる場合がある。）

⑵ 「【任意】令和５年中の所得を確認できる書類」について

家計急変者（過去一年以内に家計支持者に家計急変の事由が発生しており、現在の所得と前年の所

得証明書に記載の所得が大きく異なる者）については、当該家計急変者の令和５年中の所得を確認で

きる書類（源泉徴収票等）を添付することで、選考において現在の所得を加味する場合がある。

８ 奨学金の返還

９ 返還金の猶予・免除

次の場合に奨学金返還猶予（免除）申請書の提出により、返還金が猶予・免除される。

（返還金や市税等に滞納のある場合等、教育委員会が認めない場合は対象とならない。）

⑴ 猶予（教育委員会が認める期間） 進学、疾病、負傷その他特別の理由により返還が困難な者

⑵ Uターン支援（返還金の２分の１の免除） 卒業後、伊東市に住所を有している者

※ 「住所を有している」とは単に住民票を置いているだけではなく、伊東市内に居住実態があるこ

とを示す（勤務地の制限はなし）。

※ 学校を退学した場合は対象とならない。

提出書類 書類取得場所 備 考

⑴ 奨学生願書（様式第１号）

教育総務課・各出張所・HP

奨学生本人が作成

⑵ 奨学生推薦調書（様式第２号） 在学校（新入生は出身校）に依頼

⑶ 納税状況等の確認同意書 奨学生及び連帯保証人が作成

⑷ 在学証明書（学校所定様式） 在学校 証明者の捺印があるもの

⑸ 成績証明書（学校所定様式） 在学校（新入生は出身校）
証明者の捺印があるもの

⑵と発行元が同一であること

⑹ 健康診断書（写）（任意様式） 在学校・出身校・医療機関 原則１年以内のもの

⑺ 令和５年度課税（非課税）証明書 市民課・各出張所 ※ 下記⑴参照

⑻ 【任意】令和５年中の所得を確認

できる書類（源泉徴収票等）
勤務先等 ※ 下記⑵参照

利子・利息 なし（ただし、返還時に滞納をすると延滞金が発生することがあります）

返還期間 卒業（又は退学）後１年の据置期間を経て１０年間

返還方法

次のいずれかの方法により指定する金融機関の口座振替にて返還（希望する場合、納入

済通知書を市の指定金融機関へ持ち込みによる返還も可）

⑴ 月 賦 年１２回返還（振替日 毎月２５日）

⑵ 半年賦 年 ２回返還（振替日 ６月２５日、１２月２５日）

⑶ 年 賦 年 １回返還（振替日 １２月２５日） ※振替日は目安


